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水田農業の先進経営における新技術導入と経営対応の成果 
 

 水田農業の将来の担い手である80～100ha規模の経営が業務用多収品種と水稲乾田直播を組み合わ

せた大規模水田輪作を導入すると、60kg当たり米生産費は15ha以上層の平均に比べ１～４割低くなり、

小麦-大豆２毛作の収入合計は移植水稲の慣行収入を上回ります。 
 

宮武 恭一 （みやたけ きょういち） 

中央農業研究センター・農業経営研究領域・営農システム評価グループ長 

香川県生まれ 筑波大学農林学類卒業 

専門分野は農業経営学 

 

 

 
はじめに 

水田作においては数 10ha から 100ha 規模に達

する大規模な担い手経営が成立しつつあります

が、20ha を超す大規模経営に関する経営データ

は少なく、体系的な現地調査による農作業構造と

収益構造の解明が課題となっています。そこで、

農研機構の経営研究者が現地調査を行っている

30～100ha 規模の先進経営を 12 事例取り上げ、

調査経営が現在、直面する問題の要因解析や新た

に導入しようとする技術の経営評価を行い、担い

手経営の経営発展の成果を解明しました（表１）。 
調査事例の生産性向上の到達点を 60kg 当たり

米生産費についてみると、平地純農村で 80～
100ha 規模の水田輪作を行っている事例では

7,385～9,580 円と米生産費統計の 15ha 以上層の

生産費に比べ１～４割低い水準となっています。

一方、小区画圃場や排水不良田を含む平地地域や

中間地域の 30～50ha の事例では 15ha 以上層と 
 

表 1 調査事例の概要と 60kg当たり米生産費 

地域条件 事例名 経営 経営 特徴的な 園芸部門 その他 60kg当たり米

タイプ 規模 栽培技術 加工部門 水稲 餌米・WCS 大豆 麦類 生産費（注4）
北海道 個別 93ha 輪作＋乾直 集中 大地の星 ﾕｷﾎﾏﾚ ｷﾀﾎﾅﾐ 7,455～
A農場 無代かき移植 管理孔 （660kg） （230kg） （660kg） 9,288
岩手 個別 75ha 輪作＋乾直 バレイショ 子実ｺｰﾝ 萌みのり ﾘｭｳﾎｳ ゆきちから 7,385～
D経営 610kg 150kg 330kg 9,580
青森 個別 98ha 輪作＋乾直 ﾜﾗ収集 まっしぐら 小麦

平地 B経営 （注1） 75ha 630kg 197kg 350kg
純農村 茨城 個別 83ha 輪作＋乾直 コシ直播 ﾀﾁﾅｶﾞﾊ きぬの波 8,412

F農園 不耕起大豆 509kg 260kg 555kg
宮城 協業 116ha 輪作＋乾直 キャベツ ひとめぼれ ﾐﾔｷﾞｼﾛﾒ 小麦
C社 経営 被災地復興 アスパラ 462kg 134kg 429kg
千葉 集落 80ha 輪作＋乾直 ネギ FOEAS ふさこがね ﾌｸﾕﾀｶ さとのそら 7,934

J営農組合 営農 不耕起大豆 588kg 240kg 390kg
滋賀 受託 49ha 輪作＋湛直 ﾊﾟｯｼｮﾝ FOEAS 大麦
K法人 組織 （注2） ﾌﾙｰﾂ 397kg 180kg 200kg
福岡 個別 30ha 直売＋特栽 柿 種子小麦 ヒノ特栽 ﾌｸﾕﾀｶ ﾐﾅﾐﾉｶｵﾘ

平地～ N経営 （注3） 不耕起大豆 米粉加工 415kg 230kg 322kg
中間地域 石川 個別 44ha 直売＋有機 ｽﾏｰﾄ コシ有機 ｴﾝﾚｲ ﾌｧｲﾊﾞｰｽﾉｰ 10,800～

G法人 田植機 540kg 180kg 350kg 11,820
新潟 個別 48ha 直売＋有機 エダマメ コシ有機 新規需要米 10,620～
H法人 モチ加工 420kg 480kg 12,360
岡山 集落 34ha 稲WCS＋湛直 ﾅﾀﾏﾒ加工 黒大豆 朝日 8.9ﾛｰﾙ おうみゆたか 12,706～

山間地域 M営農組合 営農 443kg ×200kg 314kg 15,036
福井 個別 34ha 水田放牧 梅 ｺｼﾋｶﾘ 放牧 ﾌｧｲﾊﾞｰｽﾉｰ 12,519～
I農場 （獣害対策） 487kg 180kg 13,252

注1：このほか作業受託163ha、ラジヘリ防除370ha。
注2：このほか機械作業受託10ha。
注3：うち10haは小麦期間借地＋水稲代かき・大豆播種作業受託。
注4：中央農研研究資料第10号を基に、最新のデータを加味して算出した。Ａ農場，G法人，H法人は全入生産費。その他は支払地代参入生産費。
　　　Ａ法人の利子地代、Ｉ農場の労賃単価・支払地代は2012年産米生産費調査のデータで計算した。また、Ａ法人の収量はモデル単収である。

品種･収量

 

 

成果紹介 
表２ Ｊ営農組合において新たに導入が進む新技術 

品目 導入技術 品目 導入技術

・業務用品種（単収600～720kg）による多収栽培
　「ふさこがね（早期米）」の3月下旬の乾田直播

小麦
・「農林61号」から「さとのそら」への品種変更
・施肥体系の見直しによる増収

　「あきだわら（中晩生）」導入による作期拡大
・播種後鎮圧と地下灌漑による苗立ちの安定化

大豆
・「サチユタカ」の不耕起狭畦栽培
・干ばつ時のFOEASによる地下灌漑

共通

水稲
乾直

・農地集積された大区画圃場での省力作業
・移植水稲－移植水稲－小麦・大豆2年－乾直水稲の5年7作輪作体系  

 
同等の 10,620～12,360 円、山間条件不利地域の

事例では 15ha 以上層と比べ１～５割増の

12,519～15,036 円となっています。 
 
コストダウンの要因 

平地純農村の 80～100ha 規模の経営でコスト

ダウンが可能になったのは、業務用水稲多収品種

を導入するとともに、大区画整備された汎用水田

で水稲乾田直播栽培を取り入れた大規模水田輪

作を行い、畑作用のカルチや鎮圧ローラー等を汎

用利用して水稲乾田直播の安定化と省力化に努

めたためです。こうした大規模経営では、大豆の

不耕起栽培や狭畦栽培や小麦新品種導入によっ

て、転作部門の収益も向上しています。 
具体的な新技術導入効果を千葉県の J 営農組

合でみると（表２）、規模拡大と大区画化による

機械施設費の削減効果および新品種と乾田直播

採用による増収と省力化効果により、60kg 当た

り米生産費は慣行の移植「コシヒカリ」が全国平

均の 69％、乾田直播「あきだわら」が 50％とな

っています（図）。また、小麦の多肥栽培、大豆

の不耕起狭畦栽培を組み合わせた小麦-大豆２毛

作では、千葉県平均をそれぞれ 32％、82％上回

る 462kg、246kg の単収が得られ、数量払いを含 
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図 Ｊ営農組合の 60kg当たり米生産費（2014） 

   注：全国平均は平成 26年米生産費調査 

めた 10a 当たり収入合計は移植水稲を上回りま

した（表３）。 
 

表３ J営農組合における 2014年産の小麦・

大豆２毛作の収益性 

単位：円／10a

主食用米

小麦 大豆 小麦 大豆
品種 コシヒカリ さとのそら サチユタカ 農林61号 フクユタカ

栽培法 移植コシ 不耕起

単収１） 535kg 462kg 246kg 350kg 135kg

販売金額 93,625 3,234 9,840 2,450 5,400
数量払い － 45,507 51,332 34,475 28,170

収入合計 93,625

国助成金２） 29,145

県･町独自助成 0

全入生産費３） 94,512 51,326 49,401 62,437 63,858

差引収益 28,258
注：１）千葉県の単収は平成26年作物統計作況調査の千葉県のデータ
　 　２）主食用米のナラシは21,645円で計算（2015年7月末現在）
       麦-大豆は面積払い＋二毛作助成＋産地交付金（団地化）
     ３）千葉県の生産費は平成26年産麦類･大豆生産費の全国平均

20,000 20,000

94,186 29,200

参考：千葉県平均小麦･大豆２毛作

65,000

70,495

65,000

109,913

 
 
おわりに 

これに対し、小区画圃場や排水不良田を含む平

地地域の 30～50ha規模の経営は、米直売を重視

した経営発展をめざし、水稲の有機栽培、機能性

品種の導入、米粉加工等に取り組んでおり、新需

要開拓をめざす水稲専用品種のリードユーザー

となっています。また、山間条件不利地域の大規

模経営は、畦畔管理負担の軽減や高齢化対策を切

望しており、湛水直播による稲 WCS栽培、獣害対

策を兼ねた水田放牧のユーザーとなっています。 

以上の分析については、中央農業総合研究セン

ター研究資料、第 10 号「地域農業の将来動向と

担い手経営の成立・展開に必要な技術開発方向」

として公表しました（下記アドレス参照）。そこ

では、将来の水田農業の担い手経営の技術構造や

生産性向上の達成水準を明らかにするとともに、

いくつかの事例については経営シミュレーショ

ンによる新技術導入の将来予測も行っています。 
 
http://www.naro.affrc.go.jp/publicity_report/publication/labora

tory/narc/material/index.html 
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水稲
乾直

・農地集積された大区画圃場での省力作業
・移植水稲－移植水稲－小麦・大豆2年－乾直水稲の5年7作輪作体系  

 
同等の 10,620～12,360 円、山間条件不利地域の

事例では 15ha 以上層と比べ１～５割増の

12,519～15,036 円となっています。 
 
コストダウンの要因 

平地純農村の 80～100ha 規模の経営でコスト

ダウンが可能になったのは、業務用水稲多収品種

を導入するとともに、大区画整備された汎用水田

で水稲乾田直播栽培を取り入れた大規模水田輪

作を行い、畑作用のカルチや鎮圧ローラー等を汎

用利用して水稲乾田直播の安定化と省力化に努

めたためです。こうした大規模経営では、大豆の

不耕起栽培や狭畦栽培や小麦新品種導入によっ

て、転作部門の収益も向上しています。 
具体的な新技術導入効果を千葉県の J 営農組

合でみると（表２）、規模拡大と大区画化による

機械施設費の削減効果および新品種と乾田直播

採用による増収と省力化効果により、60kg 当た

り米生産費は慣行の移植「コシヒカリ」が全国平

均の 69％、乾田直播「あきだわら」が 50％とな

っています（図）。また、小麦の多肥栽培、大豆

の不耕起狭畦栽培を組み合わせた小麦-大豆２毛

作では、千葉県平均をそれぞれ 32％、82％上回

る 462kg、246kg の単収が得られ、数量払いを含 
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図 Ｊ営農組合の 60kg当たり米生産費（2014） 

   注：全国平均は平成 26年米生産費調査 

めた 10a 当たり収入合計は移植水稲を上回りま

した（表３）。 
 

表３ J営農組合における 2014年産の小麦・

大豆２毛作の収益性 

単位：円／10a

主食用米

小麦 大豆 小麦 大豆
品種 コシヒカリ さとのそら サチユタカ 農林61号 フクユタカ

栽培法 移植コシ 不耕起

単収１） 535kg 462kg 246kg 350kg 135kg

販売金額 93,625 3,234 9,840 2,450 5,400
数量払い － 45,507 51,332 34,475 28,170

収入合計 93,625

国助成金２） 29,145

県･町独自助成 0

全入生産費３） 94,512 51,326 49,401 62,437 63,858

差引収益 28,258
注：１）千葉県の単収は平成26年作物統計作況調査の千葉県のデータ
　 　２）主食用米のナラシは21,645円で計算（2015年7月末現在）
       麦-大豆は面積払い＋二毛作助成＋産地交付金（団地化）
     ３）千葉県の生産費は平成26年産麦類･大豆生産費の全国平均

20,000 20,000

94,186 29,200

参考：千葉県平均小麦･大豆２毛作

65,000

70,495

65,000

109,913

 
 
おわりに 

これに対し、小区画圃場や排水不良田を含む平

地地域の 30～50ha規模の経営は、米直売を重視

した経営発展をめざし、水稲の有機栽培、機能性

品種の導入、米粉加工等に取り組んでおり、新需

要開拓をめざす水稲専用品種のリードユーザー

となっています。また、山間条件不利地域の大規

模経営は、畦畔管理負担の軽減や高齢化対策を切

望しており、湛水直播による稲 WCS栽培、獣害対

策を兼ねた水田放牧のユーザーとなっています。 

以上の分析については、中央農業総合研究セン

ター研究資料、第 10 号「地域農業の将来動向と

担い手経営の成立・展開に必要な技術開発方向」

として公表しました（下記アドレス参照）。そこ

では、将来の水田農業の担い手経営の技術構造や

生産性向上の達成水準を明らかにするとともに、

いくつかの事例については経営シミュレーショ

ンによる新技術導入の将来予測も行っています。 
 
http://www.naro.affrc.go.jp/publicity_report/publication/labora

tory/narc/material/index.html 
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巻頭言では、第４期中長期計画期間における経
営分野の研究課題の推進方向をお知らせしまし
た。これは農業経営分野の人材を主に配置してい
る、地域農業研究センター（北海道、東北、中央、
西日本、九州沖縄の５場所）を中心としたもので
す。この地域農研以外にも、今期から新設された
食農ビジネス推進センター、専門研究の中核を担
う畜産研究部門、農村工学研究部門、さらに法人
統合により研究の重点化を図った農業環境変動研
究センターへも我々の仲間を配置しています。今
号の成果紹介では、食農ビジネス推進センターか
ら、農産物の商品開発に向けた消費者行動データ
の収集・分析方法を、農村工学研究部門からは農
業水利施設の意義や重要性を啓発する手法を紹介
してもらいました。
　また、グローバルな視野の下での問題解決に向

け、前期にはオランダ・ワーゲニンゲン大学、ド
イツ・チューネン研究所等における長期在外研究、
15年に亘る韓国農村振興庁との研究交流にも取り
組んで来ました。今年度は農研機構で開発する営
農技術のターゲットを措定するために、イタリア、
ニュージーランド等を対象とした海外調査を行
い、生産性や収益性の格差要因など国際比較分析
も実施中です。これまでも、研究成果の移転など
の要望に対しては、海外へ短期で専門家を派遣し
て来ました。今号の現地便りは、東北農業研究セ
ンターで開発された成果移転にかかわるもので
す。
　今後、指導機関や現場からの関心も高い、マー
ケティング研究や国際比較分析の成果もご紹介で
きればと思っております。　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　（金岡正樹）

編集後記

農業経営通信　第269号（年4回発行　昭和26年10月1日創刊）
平成29年1月1日　印刷・発行
発行者　中央農業研究センター　農業経営通信編集事務局　　編集代表　金岡 正樹
　　　　〒305-8666 茨城県つくば市観音台2-1-18　mail：kei208@naro.affrc.go.jp
農業経営通信はHPでも公開しています。
http://www.naro.affrc.go.jp/publicity_report/publication/laboratory/narc/keieit/index.html
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